
国際化に対応した我が国水産業の構造改革（加工流通改革）
加工流通システムの改革を支援するとともに、水産物の輸出促進を

図り、また、安全で安心な水産物の供給を推進。
強い水産業づくり交付金１１，８２３（１５，２２８）百万円の内数
食の安全・安心確保交付金２，７０２（２，７４２）百万円の内数

２，０９９（２，０３４）百万円

１ ポイント
（１） 加工流通システムの改革

調整保管事業資金造成費（再掲） １，６１７（１，６５６）百万円①
漁業者団体が加工業者、量販店等との年間供給契約に基づいて、需要に

見合ったサイズ、数量の水産物を買い入れ、安定的に供給するために必要
な経費を助成。

② 国産水産物新需要創出ビジネスモデル事業（再掲）
２０８（２０８）百万円

漁業者団体と食品産業、小売業等の関連産業が連携した、水産物の高品
位で効率的な加工・流通モデル構築の取組を支援。

③ 水産業振興型技術開発事業のうち水産バイオマスの資源化技術開発事業
１６（２７）百万円

実用化の可能性が高い水産バイオマス資源を多段階に利用するための技
術開発を実施。

最先端の技術・システムを活用したビジネスモデルの具体例
～非食用から高鮮度な食用仕向への取組（さば編）～
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（２） 水産物の輸出促進（大臣官房国際部）
① 農林水産物等輸出倍増推進事業 ３７２（０）百万円の内数

果実、水産物等の今後輸出拡大が期待される特定品目について意欲的な
目標を設定し本格的に輸出に取り組もうとする生産者団体等を対象に、こ
れらの者が行う輸出環境整備や市場調査、販売促進事業等の輸出拡大プロ
ジェクトに対して重点的に支援。また、日本ブランドの輸出を支える我が
国オリジナル品種の保護のため、ＤＮＡ分析による識別技術の開発を重点
的に支援。

② 農林水産物等海外普及対策事業 １０５（０）百万円の内数
生産者団体等が主体的に取り組む日本産米を中心とした農林水産物等の

（ 。） 。海外でのＰＲ活動 日本型食生活の紹介と絡めたＰＲ活動を含む を支援
また、日本食・日本産品のＰＲのための資材を整備。

③ 農林水産物等海外販路創出・拡大事業 ４３０（０）百万円の内数
、 、輸出を始めようとする民間団体等を対象に 展示・商談会での販路創出

海外百貨店等での通年型販売を促進。また、これらに併せた試食会やセミ
ナー等を実施。

④ 農林水産物貿易円滑化推進事業 ８５（４１）百万円の内数
相手国における貿易制度、関連諸制度や市場動向等海外の貿易情報を収

集するとともに、米、野菜、茶の輸出可能性の調査及び日本食の海外展開
のための調査を実施し、これらの情報や調査結果をセミナー等を通じて広
く生産者等へ周知。

（３） 安全で安心な水産物の供給
① 水産物品質管理対策推進支援事業 １２２（０）百万円

産地市場等各流通段階において品質管理の向上のための活動を支援する
とともに、小規模の水産加工業者の品質管理対策等を推進。

② 水産防疫対策の推進及び適正な養殖管理の普及・指導（消費・安全局）
水産防疫対策の推進 １３５（１４２）百万円

（食の安全・安心確保交付金）
養殖魚介類の疾病のリスク管理を適切に推進するため、輸入防疫や国内

、 。防疫の対象としていない疾病の浸潤状況の調査 検査方法の確立等を推進
③ 国産水産物強化緊急整備対策事業（公共）

１４５，０６３（１５４，５６９）百万円の内数
国際競争力強化のための漁業地域戦略に基づき、競争力強化を図る上で

重要な要素となる漁業経営の効率化や水産物の衛生管理の向上等に資する
整備を推進。

（４） 水産物供給施設等の整備 （強い水産業づくり交付金）
漁獲から流通・加工に至る高度な衛生管理や、環境負荷の低減を図る施

設の整備を支援。

地方公共団体、民間団体 等２ 事業実施主体

定額、１／２ 等３ 補助率

担当窓口課：水産庁加工流通課 （０３－３５０２－４１９０（直 ））
大臣官房国際部貿易関税課 （０３－３５０２－３４０８（直 ））
消費・安全局畜水産安全管理課（０３－３５０２－８０９８（直 ））


